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少子化対策はどこを目指すのか 

◆経財白書が少子化を分析：若年層の所得向上、「共働き・共育て」環境整備を  

厚生労働省の人口動態統計によると、2022年の出生数は77万人、合計特殊出生

率（15～49歳女性の年齢別出生率の合計）は 1.26、いずれも統計開始以来最低だ。 

少子化が止まらない中、23年8月に内閣府が発表した「令和5年度年次経済財政

報告」（経済財政白書）では、1節30ページを費やして「少子化と家計経済」につ

いて分析している。 

15年以降の出生数は、人口

要因（女性数の減少）、有配

偶率要因（結婚の減少）、有

配偶出生率要因（夫婦の出産

の減少）が全てマイナスに作用してい

る。結婚の減少は1990年代から続いて

おり、15年頃まで増加要因だった有配

偶出生率要因もマイナスに転じた。 

男性は年収が低いほど未婚率が高い

傾向がある。 30代・年収 100万円台の

層の未婚率 76％に対し、 800万円以上層は17％と大きな差があり、若年期の所得

向上が婚姻率上昇の鍵になると白書は指摘している。  

また、「女性が男性より収入が高い組み合わせ」の結婚が少ないことに着目し、

男性が世帯の主な稼ぎ手であるべきという伝統的な価値観に加え、「こどもの出

生後の収入やキャリアパスの見通しの男女差が影響している」可能性があるとし、

出産後の女性の労働所得下落を改善する取り組みが必要だと訴えている。  

有配偶出生率に関しては、教育費負担などの経済的要因に加え、夫の家事・育

児参加が夫婦の出生意欲に影響しており、男性の育休取得の促進やベビーシッ

ターの利用推進など「共働き・共育て」の環境整備が重要であると指摘している。  

ちなみに、総務省の社会生活基本調査によれば、6歳未満のこどものいる共働

き世帯の21年の家事関連時間（家事、介護・看護、育児、買物）は、夫が 1日平

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/kakutei22/index.html
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je23/index_pdf.html
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je23/index_pdf.html
https://www.stat.go.jp/data/shakai/2021/kekka.html
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均1時間55分、妻が6時間33分で、3.4倍の開きがある。パソナの調査では、育児

休業を「自分は特に取得したいと思わない」という回答が男性の 38.9％に上る。 

 

◆「異次元の少子化対策」、目指すところを明確にして重点的な施策を  

日本では、1990年に合計特殊出生率が過去最低となった「 1.57ショック」で危

機感が高まり、03年に少子化社会対策基本法が施行され、対策が進められてきた。  

岸田政権は「異次元の少子

化対策」を掲げ、 23年 6月に

「こども未来戦略方針」を閣

議決定した。基本理念として

①構造的賃上げと経済的支援

により若い世代の所得を増や

す、②社会全体の構造や意識

を変える、③全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する、の 3点を掲げ、

多様な施策を「加速化プラン」として今後3年間で推進する。特に若い世代の所

得向上に力点を置いており、児童手当拡充など子育て関連の経済支援策が目立つ。  

これに対し、日本経済新聞の 7月の読者アンケートでは、 87％の人が加速化プ

ランを「異次元だと思わない」との見方を示した。また、加速化プランで新たに

子供をもうけようとは思わない人が、 20代で68％、30代で78％に上った。 

数十年前から対策を打ってきたのに少子化が続く現実は、よくよく考察が必要

だ。少子化問題は多くの論点が複雑に絡み合うが、人口減少の問題と、子育てや

働き方をめぐる社会環境などの問題が十把一絡げに論じられ、そもそも目的が見

えにくい印象だ。少子化や人口減少は、経済成長や社会保障財政にはマイナスだ

が、例えば環境保護の観点なども考えると、何が最適かは難しい。また少子化対

策の模範とされる欧米は、フランスのPACS（連帯市民協約）など家族形態の概念

自体が多様で、婚外子比率がきわめて高く、外国人住民の割合も多い。欧米の考

え方や文化との違いをどう捉えるかによって、日本の対応の方向も違ってこよう。 

改めて少子化対策の目的や目指すところを明確にした上で、長期的な効果を見

込める施策に、限られた原資を重点投入すべきだ。目先の経済支援策が間違いと

は言わないが、社会意識・構造の変革がより重要かもしれない。  【本間克治】  

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_mirai/pdf/kakugikettei_20230613.pdf

